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11月 定例会 (1)

開 催 日 時

開 催 場 所

1開   会

2 前回議事録の承認

3議   題

令和 2年 11月 11日 (水) 9時 30分

県庁行政棟「教育委員会室」

O第 13号議案

教育委員会事務事業の点検・評価等について

4 協 議

(1)長崎県文化財保存活用大綱 (ヽ案)について

5 報    告

(1)予算決算委員会 (決算審査)の概要について

(2)令和 2年度普通会計定期監査 (前期)の結果に係る意見及び措置状況について

(3)令和 3年度公立高等学校進学希望状況調査 (第 2回)の結果について

(4)令和 3年度県立学校校長・副校長及び教頭選考第 1次試験の結果について

(5)障害のある子どもの教育の在 り方に関する検討委員会からの報告書について

(6)令和元年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」
の結果について (公立学校)        ´

(総務課)

(学芸文化課)

(各課共通)

(各課共通)

(県立学校改革推進室)

(高校教育課)

(特別支援教育課)

(児童生徒支援課)



第 13号議案

( 総務課 )

教育委員会事務事業の点検・評価等について

(提案理由)

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第26条に基づき、教育委員会の事務の

管理及び執行の状況につぃて、点検・評価を行おうとするものであるも

(内 容)

1.第二期長崎県教育振興基本計画成果指標の達成状況 料 ¶ 料 2

。「第二期長崎県教育振興基本計画」の令和元年度末の達成状況について

2.令和元年度教育委員会事務事業の点検出評価 料 3

・事業群評価対象事務事業の令和元年度取組実績について

,指定管理者制度導入施設の途中評価について

(参 考 )

日令和 2年度長崎県教育振興会議報告書 資料 4

(その他)

議会への提出及び公表

・ 11月 定例県議会に報告

・令和 2年 11月 25日 (予定)知事部局の政策評価め公表にあわせて、教育委

員会のホエムページ上に掲載し公表
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(件 名 )

長崎県文化財保存活用大綱 (案)について

(概 要 )

本年 5月 に策定 した「長崎県文化財保存活用大綱 (素案)」 について、長崎県

文化財探存活用大綱策定協議会専門家部会やパブ リックコメン ト等による意見等

を踏まえ、別添『 資料 1』 (大綱 (案))と して取 りまとめたものである。

【修正の視点】
(珂 )専門家部会 (長崎県文化財保護審議会委員で構成)からの意見

・国指定、県指定など一日で分かるように色分けして記載してほしい
。学校教育との連携について記載してほしい
。本文中の元号と和暦を整理した方が良い
。天然記念物についても追記してほしい  等

(2)幹事会 (県庁関係各課で構成)か らの意見      |
。政策企画課からSDGsの 取組にらぃて追記してほしい
。自然保護課から天然記念物にういて追記してほしい 等

(31)パブリック当メラトでの意見

<件数 :9件 〔個人 (8件)、 団体 (1件 )〕 >
・文化財を紛失しないように、次世代に引き継ぐ必要がある
。世界遺産の軍艦島や原城遺跡の保存等については、民間の活力を活用

してはどうか
・市町の学芸員等の専門職員等の確保と育成のための研修が必要ではないか。

また、公的資金等を文化財に更に投資すべき
。一人ひとりが地域の歴史をもつと知る必要があるのではないか  等

(4)その他
i付属資料の追加
・市町、文化財のバランスを勘案して、写真を掲載
・難しい漢字にふりがなを付した  等

【今
「
後のスケジュ‐ル】  t l

・ 11月 定例県議会に大綱 (案)を説明
・ 1月 定例教育委員会での議案審査
・市町への周知

協 議 事 項 (1う
学芸文化課
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件  名 予算決算委員会 (決算審査)の概要について

概  要
呵 日 程

総括質疑

分 科 会

令和 2年 10月 16日 (金 )

令和 2年 10月 19日 (月 )、 20日 (火)

2.総括質疑における質疑事項

○地域力向上と教育環境について

。地域ニユデイネータ‐イ|ついて

・コミュニティ・ス ―々ルについて

O性に関する教育について

。学校保健総合支援事業にっいて

3.予算決算委員会東教厚生分科会における質疑事項

:障害のある子どもの医療サポー
:卜 事業について

。学校体育研究推導費について

。高度情報教育環境整備事業につぃて

。図書館管理運営費について

,郷上学習資料作成事業について        、

・長崎県学力調査実施事業について

。いじめ不登校紺策事業について

とよか

報 告 事 項 (1)
各 課 共 通
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ラ算決算委員会 (決算審査)の概要について

山日 経正委員

◇地域力向上と教育環境について

O地域平―ディネ■ターについて

。地域コーディネエタとの役割と配置数の現状はどうか。

(教育長答弁)    |    ―

地域コエディネーターは、国が全国に設置を進めているコミュニテイ 。スクエルの中核

を担い、地域と学校が連携・協働する「地域学校協働活動」の地域側の窓日として、地域

と学校の橋渡しを行う重要な役割を果たしていただいております。

本県の地域コーディネ●ターは、PTA役員のほか、自治会長や健全育成協議会関係者、

公民館関係者等に担つていただいており、令和元年度は、公立小 。中学校 193校に

233名 が配置されておりますと

P人材の育成はどのように取り組んでいるのか。

(教育長答弁)

幅広い地域住民の方々の参画を得て、地域全体で子どもの学びや成長を支えるためには、

地域ヨ‐ディネエターの役割は重要であり、県教育委員会としても、その育成や資質向上

を図つております。

具体的には、県主催の研修会において、大学教員等による講演や先進地区のゴーディネ

ーターの実―践発表などを行うはが、市町教育委員会主催の研修会にも県職員が講師として

参画するなど積極的に関わり、地域コーディネータ■としての資質向上やネットワークづ

くりの支援を行つているところであります。

○コミュニティ 。スクエルについて   ,
。小中学校における■ミュニティ・スクエルの導入状況と成果はどうかと

(教育長答弁)

小 。中学校におけるコミュニティ。スク●ルの導入校は、平成 27年度時点において、

県内で小学校 1校のみでありましたが、本年度末には、_小学校42校、中学校 12校で導

入される予定となつております。

コミュニティ・スクールを導入した学校や市町教育委員会からは、「学校と地域が語り

合うことによつて、共に地域の子どもたちを育てていこうとする意識が高まった。」ある

い|ま 「学校と地域がそれぞれの役割を認識し、協働できる体制を整えることができた。」

等の報告を受けているところでございます。
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・県立高校におけるコミユニテイ・スクール導入の検討状況はどうか。

(教育長答弁)

県立高校におきましても、生徒が地元自治体や企業等と連携したり、地域の方々と交流

しながら地域課題解決型の学習を行うことで、地域を知り、ふるさとを愛する心を育てる

ことは重要な課題であると認識しております。

今年度から、2年 F日弓◆計画で北松西高校にコミュ■ティ,ス クールを試行的に導入し、

調査研究に取 り組んでいるところです。

県教育委員会としましては、この調査研究の結果を踏まえて、県立高校入の導入を検討

してまいりたいと考えております。                        ′

◇性に関する教育につぃて

○学校保健総合支援事業について

。取組と成果はどうか。

(教育長答弁)

学校保健総合支援事業につきましては、学校における性に関する指導の円滑な推進のた

めに、教職員研修の充実、それから文科省の事業を活用して産婦人科医や助産師を各学校

へ派遣し、生徒たちの自分の将来を考えさ●るための講演会を実施してまいりました。

専門家の講演を聞いた児童生徒からは、「正しい知識を知ることの大切さに気付いた」、

「命の尊さや、生まれることの奇跡を実感した」といつた感想があつたと聞いております。

。ll生の教育においては、性暴力の被害者にも加害者にもならないためにヽ自分も相手も尊

重する対等な人間関係を築くという視点も盛り込むことが重要であると思うが、県の考え

はどうか。

(教育長答弁)

学校における性に関する指導につきましては、児童生徒の発達の段階を踏まえ、保健体

育の知識だけではなく、各教科と関連を図りながら、教育活動全体を通じて行つており、

児童生徒に科学的な失日識の習得の嘩か、人格の完成を目指し、豊かな人間形成を目的に、

生命の尊重や健全な異性観を身に付けさせることのために実施をしております。

児童生徒が、性に関する様々な情報に惑わされず、適切な意思決定や行動選択がとれる

よう取り組んでまいりたいと考えております。

。養護教諭や保健体育の教員だけでなく学級担任などが性教育に携わり、しっかり指導す

ることができるよiう 研修の機会を設ける必要があると考えるが、県の考えはどうか。

堤 員
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(教育長答弁)

性に関する研修につきましては、学級担任をはじめ全ての教職員を対象として実施して

おりますが、主な参加者は、管理職員や保健主事、養護教諭という状況となっております。

学校におぃて、性に関する教育を効果的に推進するためには、校種の特性を踏まえなが

ら、教職員の共通理解のもと組織的に対応していく必要があり、校内研修等を実施し、受

講内容を共有することが重要と考えております。

また、性に関する指導にあたつては、教職員が人権教育や安全教育、情報モラルなど様々

な視点をもつて対応することが必要であるため、関連する研修への参加を促してまいりた

いと考えておりますも     |
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予算決算委員会 (決算審査)文教厚生分科会における主な論議事項

項 目 質問者 質問要旨 答弁者 回答要旨

障
空

の

医
療
サ

堀江委員

医療的ケアを必要とする児重
生徒数の状況はどうか。

特別支援教育
課長

ア

が114名 、R元年度が107名 である。

R元年度について、医療的ケ
アを必要とする児童生徒数は
若千減うている.が、看護師を
3名増員した理由はなに力、

よ り る

H30年度は看護師が一人配置の学校や、
ケア行為が多い学校について、看護師
行つた。

医療的
の増員を

今後の看護師の増員の予定は
あるか。( 酪新F墳遜み貿霜酵提提振

い る 。

学
校
体
育
研
究
推
進
費

松本委員

成果指標の実績が55。 9%と い

うことで逆に言えば44%下

回つている種目があるがどう
いうものか。また、100%と い

う目標設定の考え方は。

体育保健課長

どであり、中学校で
均を下回つている。
は、小学校 。中学校
おり、柔軟性に課題

は50m走が男女とも全国平
また、長座体前届について
ともに全国平均を下回つて
があるということが毎年の

糎Pズ多9玖蛮f泳見聾誌仔宅烹そ憲姜泰櫨百
という考え方で設定している。

体カテス トを受けて、苦手な

分野に対して対策を講 じなけ
ればならないと思うが、今後
の取組についてはどうか。

の テ ス の

者や各教育関係団体の代表者からな
支援委員会を組織 して分析をしてい

各学校ヘフィー ドバックしており、
校の課題改善に向けて、体力向上ア
ランを作成 し実践している。また、
導力向上のための指導力向上セミナ
自のウェブランキングシステムを用

る体力向上
る。それを
学校では自
クションプ
教職員の指
―、本県独
ヤ`たフイン

トネスチャレンジながさき、児童や保護者を対
象とした運動講座を行つているところである。

高
度
情
報
教
育
環
境
整
備
事
業

赤木委員

パソコン1人 1台の導入と既存
のパソコン教室の更新につい
て、今後の方針等はあるの
か 。               

「

教育環境整備
課長 |

パ ソコ の

農業高校
ラミング
ソコンが

な ど

や簿記等の専
あり、こうい

の高校において、プロ

門的な教科に利用する
つたパソコン教室につ

グ
′く

ヤ`

て

ン

教
の

ま
で
し
1こ

ては、一定今後も整備する必要があると思つ
いる。普通科の高校における情報の授業やイ
タ‐ネットでの調べものに利用するパソコン

室については、今後 1人 1台のほう八替わる

密寒覆ζ注え写夫3雪夢擢ち徐毒念F尊縦尚
卍呉夢百♭毅塁彪界警議規警写蒼筆8帝客幾
活用したいと考えている。

図
書
館
管
理
運
営
費

深堀委員

図書館管理運営費の成果指標
「県立図書館から市町立 。学
校図書館等本の蔵書貸出冊数
(冊 )」 の実績が目標値に達

成 していない理由は何か。

生涯学習課
企画監

C、

貸出がなくな
n図書館へ直接来館し借
の市町立図書館を通じて
たことによるもの。

ったことと、ミライ o

りにくることで、地元
借 りる機会が低くなつ

ミライ onの貸出冊数はどの

くらいか。貸出数が増えてい
るのであれば、成果としてア
ピールしていくべき。

1

冊数は、90万469冊 となつており、H29年度の旧

県立図書館の年間貸出数の約2,3倍 とならてい

る。

宅後と房

=言

藉宅琵全係

=おか。長崎県の地理的特性も考
慮して導入について前向きに

検討していただきたい。

冒磨邑唇く毒拿量こぞ毒伊il軍書ξ書暮ぞ曇糟
基本計画にもその導入について盛 り込んでいる
ところである。ただ、図書館向けの電子書籍
サービスは高額なことや、コンテンツ数も少な
いなどの課題もあることから、今後研究してま
いりたい。     ｀
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予算決算委員会 (決算審査)文教厚生分科会における主な論議事項

項 目 質問者 質問要旨 答弁者 回答要旨

郷
土
学
習
資
料
作
成
事
業

川崎委員

ふ
度
教

るさと教育に関して、昨年
の取組内容 と成果にういて
えてはしい。

義務教育課長

甲学生の昌ll前本として郷土学習資料 Iふるさと
長崎県」を作成 し、各中学校のふるさと教育を
支援してきた。.副読本であるが、県内のすべて
の中学校におしヽて活用している。さらに、昨年
度から、県内 oつの中学校を指定し、地域の課

擬た景夢倉懇4ぼ 2憲管を急建花挙曽筆藍ぴ誓
教育充実事業」に取り組んでいる。

1人1台端末が整備されること
から、電子化を図ることや動
画を加えるなど検討してはど
うか。
また、内容について、観光パ
ンフレントに掲載されてい
る、地元に住んでいる県民の
目線では気づかないようなス
ポットなど、ふるさとを再発
見できるような掲載方法な
ど、観光分野とも連携しなが
らリニューアルしてみてはど
うか。

昌ll誘本であるが長崎県を学ぶための教科書のよ
うにして中学生が活用しているため、小中学生

箭楊書言ぞ霊嘉七死士キ2霧賛宅僚落台琴履i緊
木が整備された際は、どのような形で電子化を
進めていくかについては考えていきたい。
また、様々なトピックを掲載していくにあた
り、地域づくり関係部署や観光関係部署等とも
連携しながら作成しているところである。今後
も多くの方の意見を聞きながら、より良いもの
のを作成し、提供していきたいと考えていると

郷
土
学

事習
業資
:料

作
成

松本委員

郷土長崎への理解と愛情のあ
る児童生徒の割合が80%と か
なり高い数値となっていると
この数値は子どもたちのどの
ような行動から80%以上とし
たのか。

義務教育課長

毎年度、小学5年生から中学3年生ヘアンケー ト
を行つている。長崎県のことを理解 し愛情を
持っているかといつた4択のアンケ▼ 卜結果か
ら肯定的な回答をした児童生徒の数を対象とし
ている。

長
崎
県
学
力
調
査
実
施
事
業

松本委員

県学力調査で6割以上理解 し
ている児童生徒の割合が70%
以上を維持する目標を掲げて
いるが、かなり高い目標だと
思 う。なぜこのような目標に
しているのか。

義務教育課長

集国の学力の状況を分析するグラフにおいて、
山の頂上がグラクの右側にある理想的な状況を
考え、70%と いう目標を設定している。

学力調査の結果を見ると児童
生徒の苦手な分野が分かるよ
うになつていると思 う。これ
までの経過の中で、何が苦手
な分野として突出しているの
か。

学力調査の結果から文軍が誘み解けていない子
どもたちがいるのではないかと考えている。そ
の改善を図る
上につながる
上を図る取組

更なる子どもたちの学力向
ないかと考え、読解力の向
ているところである。

ことが
のでは
を進め

県学力調査について、約4割
の子どもたちが60%に達して
いないとボトムアジプが大事
ではないかと思う。通常の授
業をしていても伝わらない子
どもたちのフォロエアップを
していかなければ教員がいく
ら頑張つて授業しても改善し
ないのではないかと思う。こ
この部分についてどのように
対応しているのか。

各学校においては、解答できていない子どもた
ちの状況を把握することや、そのような子ども
たちへ個別の対応をどのように行 うかというこ
とを大切にして取り組んでいる。先ほど読解力
の課題を挙げたが、教員の言葉が分からなくて
困つている子がいるのではないかということを
意識して取り組んでいるところである。
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予算決算委員会 (決算審査)文教厚生分科会における主な論議事項

項 目 質問者 質問要旨 答弁者 回答要旨

ヤヽ

じ

め

不
登

校
対

策
事
業

中山委員

不登校児童生徒数のR元年度
の実績値が「算定中」となつ
ているため評価が難 しいもな
ぜ f算定中」としているの
か 。

児童生徒支援
課長

実績値は国の問題行動調査の結果を して

つているが、全国一斉に公表するよう指導があ
いるため、「算定中」としている。公表は10月

下旬が予定されているが、H30年度よりも増加
し、2,160人程度となることが見込まれてい

るさ

ヤ ずヽれの事業も90%以上と高
い達成率となつている。この
ことについてどう考えている
のか。

スクールカウンセラー活用事業凛びスクール
ノーシャルワーカー活用事業は、実際に配置さ

を舜考糖霧巣1品畠粂饒疑畢鞘そ肇務暫頑藍甲
いる。また、教育相談事業については、電話や
メエル・ SNSで相談を受け付けることによ

り、早い段階で問題に対応できており、成果を
上げていると考えている。

事業効果 として高い実績が出
ているのに不登校児童生徒数
は増加 している要因は何か。

不登校児童生徒数はH26年度以降増加傾向にめ

豫t宅篠塚デ孝8憂語講現庭詣墨年暴冥餡藻馨
様々である。|ま た 「無気力、なんとなく」とい

系乗建ごモ猥雰告篠 ;多L妄管薮2言ξ省だT
学校復帰を前提としない国の考え方や、休息の

歓〒甘建甕軍凛塞拿碕祭遼振盟評亭を柔暴ふ基
わうてきたことも要因と考えられる。

R元年度の小学生の不登校児
童数はどのくらいか。

公表前の段階なので正確なことは申し上げられ
ないが、450名程度と把握している。

増加 しているとい うことは、
何かが足 りないのではない

か。例えばスクールカウンセ

ラー配置に関して、学校から
は、配置はされているが十分
ではない等の声が出ている。
県として検証等は行つている
のか6

スクールカウンセラ■配置事業については各学

ζl::二 :ζ急言ξttζ三ぢξ岳啓亭:な:
う、拠点校・エリア校方式を採用する等工夫 し

ながら対応 している。

計画では不登校児童′L徒数を
減らすことにしている。ス

クエルカウンセラーを十分に

配置できていない状況である
ならば、R3年度は予算を増額
してでも対応が必要ではない
か 。

教育長

全国的な傾向として低学年から不登校児童生徒

禁ゼ想智壕界添盪電そ竜【と、言僚サ省腸著夏塚
もある。
一方、不登校児童生徒数を減少させることを目

標としているため、何らかの施策を打つ必要が
あるとスクールカウンセラーの配置拡充に関し
ては、市町から要望があつており、問題意識は

持つている:財政の問題が深く関与しており、

恐似宮暴1隻整を3宅李分零奮憲と憑慧亀宅下
ないので、財政当局とも協議を行つていきた
ヤ` 。         |
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件  名 令和2年度普通会計定期監査 (前期)の結果に係る意見及び措置状況について

概  要

部局 機関名| 内  容 措置状況

関係

部局

所管課

(教 育 乗

境整備課 )

2.物品の適正な管理について

地方機関の倉庫等における物品の管

理状況を確認 したところ、物品登録が

なされていないものや長期間放置され

所管不明なものなどがあり適切に管理

されていない事例及び使用見込みのな

い物品について具体的な処分の検討が

されていない事例などが散見された。

倉庫等については、放置された物品や

所管不明の物品など死蔵されたもあが
ないか定期的に確認 して使用不能なも

のは速やかに処分する必要がある。

長期間放置されている物品の うち使

用可能なものについては、 「物品処分

事務マニュアル」 (平成31年2月 出納局

作成)に基づき、所管課及び所管課以外

の部署のみならず公共的団体等におけ

る使用可能性も考慮しながら、処分方

法の検討を行う必要がある。

本庁所管課においては、使用見込み
のない物品は、早期に処分方法を検討

するなど適正な管理に努めるよう関係

地方機関へ周知するとともに、外部団

体等の使用可能性など必要な情報の収

集 ,提供や予算の確保についても配慮

されたい。

今回の監査結果

を受け、令和 2年
10月 16日 付け通知

において、監査結果

の内容 とともに、管

理す る物品の使用

状況等を確認し、使

用見込のない物品

については、物品め

ぐりあいシステム

や NEWSポ ー タ

ルサイ トを利用 し

た学校間の所管転

換 による有効活用

や、計画的に処分方

法の検討 を行 うよ

う周知 しました。

報  告  ‐事  i項  (2)
各 課 共 通
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報  告  事
十

項  (3)
県立学校改革推進室

件  名 令和3年度公立高等学校進学希望状況調査 (第 2回)の結果について

概  要 1 調査目的 ‐

中学校卒業予定者の各公立高等学校別 。学科別の進学希望状況を集約

し、中学校において適正な進路指導を図るための基礎資料を提供する。

2 調査口 令和 2年 10月 15日 現在

3 調査対象者数  11, 989人 (昨年 10月調査 12, 258人 )

県内中学校 3年生及び特別支援学校中学部 3年生

4 調査結果

(1)進学希望者数 11, 808人 (昨年 10月調査 12, 101人 )

高等学校 (全 日制、定時制、通信制)、 高等専門学校、

特別支援学校高等部

(2)進学希望率    98, 9%(昨 年 10月調査: 98,7%)

(3)県内公立高等学校への課程別進学希望倍率 〔進学希望者数/募集定員〕

全日常J課程    0. 93倍 〔 8, 299人 / 8, 920人 〕

(昨年 10月調査 0.98倍 〔 8, 718人/ 8, 920人 〕)

1 定時制課程  ! 0.22倍 〔   121人 /   560人 〕

(昨年 10月調査 0.24倍 〔   134人 /   560人 〕)

通信侑J課程    0, 09倍 〔    55人 /   600人 〕

(昨年 10月調査 0。 07倍 〔    41人 /   600人 〕)

(4)各公立高等学校・学科別の進学希望状況

別添資料のとおり

(5)その他       ′

結果については、長崎県教育庁総務課

公立高校 e県立中学校入学情報ホームページに掲載済み :

(hltps://www.pref.nagasali・ jp/bu4rui/kattko一 kyoikuttbunka/

shochuko/schooljoho/singakukioOu/)                 、

ill―



高 校 名 学科名 R2.10月 倍率 Rl.10月 倍率

長崎工業高等学校 建築科 2. 15倍 (2. 08倍)

長崎工業高等学棟 情報技術科 2.13倍 (2. 534争 )

長崎工業高等学校 機械科 1.98倍 (1. 604争 )

大村工業高等学校 機械システム科 1∫  93倍 (1. 5o4筆 )

◎詳細データ

(1)進学希望倍率の高い学科 (上位4学科)

(2)進学希望倍率の高い学校 (上位 3校 )

高 校 名 R2.10月 倍率 Rl,10月 倍率

長崎北高等学校 1.50倍 (1,31倍 )

長崎商業高等学校 1.39倍 (´1. 35T音 )

長崎工業高等学校 1.33倍 (1. 564筆 )

(3)進学希望倍率の高い普通科 (コ ース含む)(上位 3学科)

高 校 名 学科・ コース名 R2.10月 倍率 Rl。 10月 倍率

長崎北高等学校 普通科 1. 50倍 (1.31倍 )

長崎西高等学校 普通科・理系コエス 1.43倍 (11 98倍 )

諌早高等学校 普通科 1.27倍 (1. 374争 )

◎その他
―

(1)別添資料のうち、長崎東・佐世保北・諫早高等学校の進学希望状況
については、それぞれ併設する県立中学校以外からの進学希望者数を
示しています。

(2)今後の進学希望状況調査の予定

第 3回調査基準日:12月  1日
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令和3年度公立高等学校進学希望状況調査(第2回 )の結果について(調査日:令和2年 10月 15日 )

所管 :長崎県教育庁総務課(公立全国制高等学校)

学 区 学校名 課程 学科名 定員 進学希望者数 過不足 進学希望倍率
今年 度 7月
E日 査時倍率

前年度10月
調査時倍嘩

備考欄

〔県 南) 長崎東 全日制 普通・国際 160 202 42 1.26 1.38 1.64

県 南 長崎西 全日制 普通

*理系コース

学校計

200

80

280

223

114

387

23

34

57

1.12

1.43

0,96

161

112

198

県 南 長崎南 全日制 普通 240 259 19 .ヽ08 1.20 112

県 南 長崎北 全日制 普通 240 359 119 1.50 145 3ヽ1

県 南 長崎北陽台 全日制 普通

理数

学校計

240

40

280

298

25

323

58

-15

43

124

063

139

100′

130

1.13

県 言ヒ佐世保南 全国制 普通 240 251 11 105 ■17 ■01

県 】ヒ佐世保北 全日制 普通 120 129 9 108 101 123

県 】ヒ佐世保西 全日制 普通 240 276 36 115 135 105

県 Jと 宇久 全日制 普通 40 6 -34 0.15 015 0.18

島 原 島原 全日制 普通

理数

学校計

200

40

240

160

29

189

-40

-11

-51

0.80

0.73

0,78

0.78

0.76

108

県 央 諌早 全日制 普通 160 203 43 1.27 1.38 1.37

県 央 西陵 全日制 普通‐ 240 298 58 1.24 1.35 1.07

県 央 諫早東 全日制 普通 80 47 -33 0.59 0.53 0.65

県 央 大村 全国制 普通

数理探究

家政

学校計

240

40

40

320

219

29

28

276

-21

-11

,12

-44

0,91

0.73

0。70

1.01

0.58

0,75

1.05

0,93

0,93

県 』ヒ猶興館 全日制 普通

理数

学校計

120

40

160

81

9

90

-39

-31

-70

0.68

0.23

0.60

0,28

0.57

0.30

県 Jヒ 松浦 全日制 普通

商業

学校計

80

40

120

61

36

97

=19

-4

-23

0,76

0,90

095

065

0,86

0,73

対 馬 対馬 全日制 普通

商業

国際文化交流

学校計

120

40

40

200

89

18

15

122

-31

-22

-25

-78

074

0.45

0.38

082

045

028

074

0,78

0.43

対 馬 豊 玉 全日制 普通 40 9 -31 0.23 0.23 0.50

対 馬 上対馬 全日制 普通 80 27 -53 0.34 0.38 0.45

壱 岐 壱岐 全日制 普通 100 125 -35 0.78 0.79 0.86 離島四学(学区外2人含む)

五 島 五島 全日制 普通

衛生看護

学校計

160

40

200

120

27

147

-40

-13

=53

0.75

0.68

0.73

0.50

0.88

0.60

離島口学(学区外7人含む)

五 島 五島南 全日制 普通 80 19 -61 0.24 0.24 0,28 離島留学(学区外3人含む)

五 島 奈 留 全日制 普通 40 9 -31 0.23 0,25 0.13 離島四学(学区外2人含む)

県 南 大崎 全日制 普通 80 52 -28 0,65 065 0.51

県 南 西彼杵 全日制 普通 80 25 -55 031 029 0.28
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令和3年度公立高等学校進学希望状況調査 (第2回 )の結果について(調査日:令和2年10月 15日 )

所管 :長崎県教育庁総務課(公立全国制高等学校)

学 区 学校名 課程 学科名 定員 進学希望者勲 過不足 進学希望倍率
今 年度 7月
調査時倍率

前年度 10月
調査 時倍尊 備考欄

島 原 国見 全日制 普通 120 42 -78 0.35 0.32 0.25

島 原 ′lヽ 浜 全日制 普通

総合ビジネス

学校計

40

40

80

21

12

33

-19

-28

-47

0.53

0.30

0.83

0.10

1.03

0.18

島 原 ロカ田 全日制 普通

*グローカルコース

福祉

学校計

54

40

26

120

66

25

5

96

12

-15

-21

-24

1.22

0,63

0,19

1.24

0.55

015

1,13

0.78

058

県 北 川棚 全日制 普通

生活総合

学校計

80

40

120

68

15

83

=12
-25

-37

0.85

0.38

0。85

0.18

0.84

0.40

県 ゴヒ波佐見 全日制 普通

商業

美術・工芸

学校計

60

40

20

120

50

9

19

78

-10

と31

-1

-42

0.83

023

09o

0,77

0.18

0.55

105

048

0,75

県 言ヒ北松西 全日制 普通 40 8 -32 0(20 0115 0.25

五 島 上五島 全日制 普通

電気情報

学校計

120

40

100

67

14

81

-53

-26

-79

0.56

0,35

0.63

0.23

0。78

0.48

五 島 中五島 全日制 普通 40 28 -12 0,70 0.65 0.33

島原農業 全日制 農業ビジネス

食品サイエンス

生活創造

学校計十

40

40

40

120

29

23

24

76

引 1

-17

-16

-44

0.73

0.58

0!60

0.90

0.45

063

0:75

0.50

0.73

諫早農業 全日制 農業科学

動物科学

環境創造

農業上木

バイオ園芸

食品科学

生活科学

学校計

40

40

40

40

40

40

40

280

43

65

46

54

28

41

42

319

3

25

0

14

-12

1

2

39

1.08

1.63

115

135

070

1.03

105

1.23

218

0,73

1,08

0.73

1.18

0.98

0.88

143

1.05

1.93

0,98

1,18

1128

北松農業 全日制 生物生産

食品流通

生活科学

学校計

40

40

40

120

37

16

15

68

-3

-24

-25

-52

0.93

0,40

0。38

0.85

0.25

0.50

0.50

0.38

0.45

西彼農業 全日制 食料サイエンス

生活デザイン

学校計

40

40

80

34

19

53

-6

-21

-27

0.85

0.48

0,88

0.50

1,35

0.35
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令和3年度公立高等学校進学希望状況調査 (第2回 )の結果について(調査日:令和2年 19月 15日 )

所管 :長崎県教育庁総務課(公立全日制高等学校)

学区 学校名 課程 学科名 定員 進学希望者数 過不足 進学希望倍率
今年度7月
調査時倍率

前年度10月
調査時借準

備考欄

長崎工業 全日制 機械

機械システム

電気

電子工学

情報技術

建築

工業化学

インテリア

学校計

40

40

40

40

40

40

40

40

320

77

35

36

33

85

86

21

52

425

37

-5

-4

-7

45

46

-19

12

105

1,93

088

0.90

083

213

2.15

0.53

130

3.25

0.75

1.00

055

190

2.18

0.45

1.75

1.60

1,08

1.25

1.08

2.53

2.08

1.30

1.58

佐世保工業 全国制 機械

電子機械

電気

電子工学

建築

土木

学校計

40

40

40

40

40

40

240

56

47

38

42

65

53

301

16

7

-2

2

25

13

6ヽ

140

1.13

0.95

1.05

1.63

1.33

243

1.13

123

095

218

1.48

1.30

175

1.03

0.90

1.63

1.23

鹿町工業 全日制 機械

電気

電子工学

土木技術

学校計

40

40

40

40

160

36

23

24

21

104

-4

-17

■16

-19

-56

0.90

0.58

0.60

0.53

0.93

055

030

048

1.30

0190

0.75

0.88

島原工業 全日制 機械システム

電気電子

建築技術

学校計

40

40

40

120

47

44

48

139

7

4

8

19

可.18

1.10

1.20

175

115

1,65

1.23

0,73

1.13

大村工業 全日制 機械

機械システム

電気

電子工学

建築

建設工業

化学工学

学校計

80

40

40

40

40

40

40

320

85

7'

36

40

54

36

26

354

5

37

-4

0

14

-4

-14

34

1.06

1.98

0.90

1.00

1.35

0.90

065

140

145

058

128

220

055

055

1.18

1.50

0.68

150

1,75

0,65

0,93

佐世保商業 全日制 会計ビジネス

情報マーケティング

国際コミュニケーション

学校計

80

80

40

200

58

89

43

190

-22

9

3

-10

0.73

111

108

088

096

113

0.99

1100

1.23

島原商業 全日制

″

商業

情報処理

家政

学校計

40

40

40

120

33

29

46

108

-7

-11

6

-12

0.83

0.73

1.15

0,90

0。95

1.03

0。75

0.95

1.08
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令和3年度公立高等学校進学希望状況調査 (第 2回 )の結果について(調査日:令和2年 10月 15日 )

(公立全国制高等学校) 所管:長崎県教育庁総務課

※誰島留学への進学希望者数(再掲)

(備考)

0調査対象 :長崎県内中学校及び特別支援学校中学部の3年生

O普通科のみ学区があります。

O普通科内コースは外数表示ですど

0学区欄の空白は県内全域を示します。またi長崎商業は市立高校です。

学区 学校名 課程 学科名 定員 進学希望者数 過不足 進学希望倍率
月
準

７
倍

度
時

年
査

前年度 10月
呂周査時倍算 備考欄

諌早商業 全日制 商業

情報    ―

国際コミュニケーション

学校計

160

40

40

240

127

50

38

215

-33

10

-2

-25

0.79

125

095

0,86

1.10

1.00

0.99

1.80

0,98

壱岐商業 全日制 商業

情報処理

学校計

80

40

120

35

56

91

-45

16

-29

044

140

0.30

1.55

0,30

1:13

長崎鶴洋 全日制 水産

総合

学校計

80

80

160

58

70

28

-22

-10

-32

0。73

0.88

0,61

0,78

0.76

0.85

長崎明誠 全国制 総合 160 135 =25 084 0.89 0,93

佐世保東翔 全国制 総合 120 123 3 1.03 1.22 108

大村城南 全日制 総合 160 147 -13 0.92 0.76 0.90

平 戸 全日制 総合 40 25 -15 063 0.63 0,68

五島海陽 全日制 総合 80 71 -9 0.89 0.95 0.90

島原翔南 全日制 総合 80 42 -38 0.53 0.40 0.31

清峰 全日制 総合 160 176 16 1.10 1.13 1.37

長崎商業 全日制 情報国際ビジネス 240 333 93 1.39 1.55 1.35

学区 学校名 課程 学科・コース名等
今年度10月 希望者数 今年度7月 希望者数

昨年度10月

希望者数 備考編
進学希望者頚

左配のうち学
区外希望者数

進学希望者数
左調Bのうち学
区外希望者数

対馬 全日制 国際文化交流 15 11 17

壱岐 全日制 東アジア歴史・中国語 4 2 5 2 7

五島 全国制 スポーツ 19 7 18 6 21

五島南 全日制 夢トライ 4 3 7 5 8

奈留 全日制 イングリッシュ・アイランド・スクール 2 2 3 3 可
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令和3年度公立高等学校進学希望状況調査 (第 2回 )の結果について(調査日:令和2年 10月 15日 )

前年度 10月
調査時借率

備考欄過不足 進学希望倍率
月

事

今

調
７
倍

度
時

年
査定員 進学希望者数学科名学 区 学校名 課程

昼間部

0.05

0,05

0.75

0.15

８

　

０

０

　

６

０

，

０

．

０

．

2

2

０

　

４

３

　

３

-38

-38

-10

-86

40

40

40

120

鳴滝

″

　

　

″

　

　

″

定時制

″
　
　
″
　
　
″

普通

商業

普通

学校計

昼間部

０

　

５

α

　

Ｏ
．

0.23

0.73

0.23

0.25

0.08

0.83

0.30

0.45

0.13

1.18

9

９

　

４

２

　

０

12

14

８

　

６

一
　

　

一

-31

-11

-96

０

　

０

４

　

４

40

40

160

佐世保中央

″

″

″

″

″

定時制

″

″

″

″

″

普通

*エンカレッシ
・コース

商業

*エンカレッシ
・コース

普通

学校計

0.03-35 0」13 0.1340 5定時制 普通島原

0.05 0108-39 0.0340 1諫早 定時剖 普通

0.15 0,15 0.2540 6 -34
大村 定時制 普通

0.03-39 0.03 0.0040 1定時制 普通五島

0.08

0.08

-37

-36

-73

0.08

0.10

0.05

0.05

４０

４０

８。

３

　

４

　

７

定時制

″
　
　
″

建築

工業技術

学校計

長崎工業

″
　

　

″

-37 0.08 0。 13 0.1340 3定時制 工業技術佐世保工業

学区 学校名 課程 学科名 定 員 進学希望者数 過不足 進学希望倍率
今年度7月

調査時倍率
前年度10月

調査時倍率
備考欄

鳴滝 通信制 普通 300 21 i279 0.07 0.05 0.08

佐世保申央 通信制 普通 800 34 …266 0.11 0.09 0.05



報  告  事  :項 !(4)
高 校 教 育 課

1 選考第 1次試験日程等

１

２

法

日

方

期
課題論文

令和 2年 9月 1,8日 (金)までに提出

? 選考第 1次試験結果

( )は 女性の数で内数

3 過去3ヵ 年の 1次試験の受験者と合格者の状況

( )内 は女性の数で内数

4 結果通知

所属長・本人あて   令和 2年 11月 19日 (木 )

5 選考第2次試験日程等

(1う 方 法
(2),期  日

面接    :
【校長・ヽ副校長】
令和 2年 12月 16日 (水)317日 (木)

18日  (金)      .
【教頭】     「

令和2年 12月 21日 (月 )

.          23日
 (ノk)

= 22日  ()()

1 24日  (木 )

校長・副校長 教 頭区   分

62(10)受 験 者 33 (2)

29(2)1次合格者

1.3倍倍   率 1.1倍

校長・副校長 教 頭

合格者 受験者 合格者
年度

受験者

45(7)R2 45(2) 36 (2) 63 (8)

28 (5)31 46(5)

30 38(2) 21(2)

-18-



報 告 事 項 (5)
特別支援教育課

件  名
障害のある子どもの教育の在 り方に関する検討委員会からの

報告書について

概  要

当 日酉己布



報 告 事 項 (6)

児童生徒支援課

令和元年度「児童生徒の問題行動 B不登校等生徒指導上め諸課題に関する調査」の結果に
ついて (公立学校)'

このことについて、本県の状況をお知らせします。
本資料は、文部科学省の「児童生徒の問題行動 。不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」の調査票情報を
利用 して狙自に集計したものです。
なお、数値については、国立、私立学校を除いた公立学校のみの数値です。

1 暴力行為について
(1)「暴力行為」とは、「自校の児童生徒が起こした暴力行為」で、「対教師暴力」、「生徒間暴力」、

「対人暴力」́ (対教師、生徒間を除く)、 「器物損壊」の四形態をいう。

(2)

1,000

○全国では、平成 30年度と比べ全体で 5, 315件増加 し、小学校において6, 638件増と大幅
に増カロしている。

O本県では、平成 30年度 と比べ小学校が 21件減少、中学校が37件増加、高等学校が 13件減少
で、全体では3件増加 した。
①暴力行為の 1,000人 あたりの発生件数は、本県は3,4件であつた。

(3)形態別件数

小 学 校 中 学 校 高等学校 計

全 国 長 崎 全 国 長 同 全 国 長 崎 全 国 長 崎

H29
Zイ ,6υ6

(4.4)

144

(2i O)

Z7,511

(8.9)

Z17

(6。 2)

4,408
(1.9)

65

(2.5)

59,615
(5.1)

426
(3.2)

H30 35,910
(5,7)

171

(2.4)

28,062
(9.3)

208
(6.1) (2 2)

4,945 57

(2.2)

７

う

１

９

９

　

・

，

５

８

て

６ 436

(3。 4)

R元
42,548
(6.8)

150

(2.2)

Z7,lZ0

(9,1)

Z45

(7.3)

４

＞

０

１

５

　

・

，

２

４

く

４

７

74,232
(6.5)

439
(3.4)

対教師暴力 生徒関暴力 対人暴力 計

全 国 長 崎 全 国 長 崎 全 国 長 慨 全 国 長 崎 全 国 長 崎

H29 4,640 52 19,346 78 344 0 3,366 14 27,696 144

H30 5,359 36 26,034 119 460 2 4,057 14 35,910 171

R元 劉
姑教自

３８

一

賊

刻
生徒澱
‐０２一誠

劃
対人 i

０

一

蒻

劃
器物

―

10

慣壊

42,548

全 国 長 崎 全 国 長 r′衛 全 国 長 崎 全 国 長 崎 全 国 長 崎

H29 3,426 17,667 140 660 3 5,758 45 27,511 217

H30 3,225 29 19,099 138 585 1 5,153 40 28,062 208

Rラ電 2,875 16 18,398 170 566 6 5,281 53 27,120 245

こと:1年

生 征 岡恭 刀 希 物 R壊
＼ 全 国 長 崎 全 国 長 崎 全 国 長 崎 全 国 長 崎 全 国 長 崎

H29 388 2,906 35 143 10 971 12 4,408 65

H30 377 5 3,148 32 157
．
５

1 263 15 4,945 57

R元 310 6 2,854 26 158 2 1,242 10 4,564 44
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2
(1)

(2)

いじめについて        ´

「ぃじめ」とは、児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒と一

定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為 (イ ンターネットを通じ

て行われるものを含む。)であつて、彗該行為の対象となつた児童生徒が,さ身の苦痛を感じているも
のをいう。

O各学校におけるいじめの正確な認知に関する共通理解が周知・徹底され、積極的ないじつの認知と

丁寧な対応がなされた。           
‐

〇全国では、平成 30年度と比べ全体で 68, 325件増加 し、小学校において58, 331件
増と大幅に増加している。

○本県では、小学校が566件減少、中学校が21件減少、高等学校が25件増加、特別支援学校が
17件増加で、全体で545件減少していると

O児童生徒1, 000人あたりのいじめの認知件数は、本県は20.6件 (前年度214件)である。

魯基森愚Υ努砕頂臨.舗臀̀温&∂魏鰐そ:q律 粽埓拝,ネぁが銅田0｀

(3) じヽめ

:字硬 特 別 更 破
~子

碩 計ユ 萩 甲 学 校 局 奪′Jヽ

長 崎 全 国 長 崎全 国 長 崎 全 国 長 崎 全 国

年
度 校 種

全 国 長 崎

2,27011,212 112 1,923 2 401,594311,322 1,582 77,137 574認知作家

2,026511 9;507 95 1,479 2 344,533解消件数 268,864 1,418 64,683
84.8% 84.811 76.9% 100,l 85。 811 89,31189.6% 83.9% 89.0%

Ｈ

２９
解消率 86,4%

115 2,570 η 530,741 3,2132,459 98,921 636 13,134認知件数 421,116
11,139 99 2,061 η 447,622 2,844356,653 2,143 77,769 599解消件数
84.8% 86.1% 80.2% 100,l 84.311 88.5%84,7% 87.1% 82.8% 94.2,

Ｈ

３０

2C 599,066 2,668102,738 615 13,918 140 2,963認知件数 479,447 1,893
137 2,381 2C 498,356 2,4861,748 83,841 581 11,694解消件数 400,440

80.4% 100,l 83.211 93.2,l81.6% 94.5% 84.Oll 97:9,

Ｒ

一万
解 消 二′率 83.5% 92.3,l

十工 萩 高等学校 特別更披字梗小 学 板 甲

全 国 長 同 全 国 長 崎 全 国 長 崎全 国 長 崎 全 国 長 崎
態  様

1,618

(45.4)

11

(45。 8)

370,918

(49.8)

1,859

(55,2)

68,177

(54.6)

458

(58.1)

8,559

(47,7)

87

(49.7)

冷やかしやから
かい、悪口や脅
し文句、嫌なこ
とを言われる。

292,564

(48.9)

1,303

(54.7)

211

(5,9)

0

(0,0)

81,361

(10。 9)

342

(10.2)

12,534

(10,0)

90

(11.4)

2,197

(12.2)

29

(16.6)

仲間はずれ、集
国による無視を
される。

66,419

(11.1)

223

(914)

13

(7.4)

638

(17.9)

2

(8.3)

129,195

(17.3)

557

(16.5)

456

(19.2)

14,139

(11.3)

86

(10.9)

1,288

(7.2)

軽くぶつかられた
り、遊ぶふ りをし
て叩かれたり、蹴
られたりする。

113,130

(18,9)

7

(4.0)

210

(5,9) (8,3)

32,496

(4,4)

100

(3.0)

73

(3.1)

4,613

(3.7)

18

(2.3)

492

(2.7)

ひ どくぶつから

れた り、叩かれ
たり、蹴られた
りする。

27,181

(4.5)

2

(1.1)

71

(2.0)

3

(12.5)

5,923

(0。 8)

21

(0と 6)

9

(0.4)

1,048

(0,8)

7

(0,9)

376

(2,1)

金品をたかられ
る。

4,428

(0,7)

5

(2。 9)

128

(3.6)

3

(12.‐ 5)

33,252

(4.5)

125

(3,7)

84

(3.5)

5,329

(4.3)

33

(4.2)

719

(4.0)

金品を隠された
り、盗まれたり、
嬢されたり、捨て
られたりする。

27,076

(4.5)

993

(5.5)

6

(3.4)

252

(7.1)

0

(0,0)

49,251

(6.6)

152

(4,5)

40,434

(618)

111

(4.7)

7,572

(6.1)

35

(4.4)

嫌なことやⅢЬずか
しいこと、危険な
ことをされたり、
させ られたりす
る^

76

(2.3)

45

(5.7)

2,648

(14.8)

17

(9。 7)

243

(6.8)

0

(0.0)

16,579

(2.2)

5,533

(9,9)

14

(0,6)

8,155

(6.5)

パソヨンや携帯
電話等で、誹謗
中傷や嫌なこと
をされる。

135

(4.0)

16

(2.0)

665

(3,7)

9

(5,1)

192

(5.4)

3

(12.5)

25,859

(3.5)

21,810

(3.6)

107

(4.5)

3,192

(2.6)

その他
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3 長期欠席について
(1)「長期欠席者」とは、病気、経済的理由、不登校、その他の理由により、年間30日 以上欠席した者

をいうも
(2)

甲 生     校 高等字梗 計

全  国 長  崎 全  国 長  崎 全  国 長  崎 全  国 長  崎

H29
71,805

(1.1)

521

(0,7)

137,708

(4.5)

1,294

(3.7)

60,320

(2.7)

486

(1,8)

269,833

(2.3)

2,301

(1.7)

H30 83,256
(1.3)

602

(o。 9)

148,440

(4.9)

1,378

(4,0)

60,045

(2.7)

445

(1,7)

291,741
(2.5)

2,425
(1,9)

R元
υZ,Z16

(1.5)

614

(0。 9)

155,224
(5,2)

1,547

(4.6)

57,008
(2.7)

452

(1,8)

304,448
(2. 7)

( )内 の数字は、全児童生徒数に対する割合 (%)

O全児童生徒に対する長期欠席児童生徒数の割合は、全国は2,7%、 本県は2,0%で あった。

4 不登校について
(1)「不登校」とは、何らかの心理的、情緒的(身体的、あるいは社会的要因

校 しない、あるいは、したくてもできない状況にあること (ただし、病気
除く)をいい、本調査では、年間30日 以上欠席 した者をいう。

(2

(3)

・背景により児童生徒が登
や経済的理由によるものを

①全国では、平成 30年度と比べ全体で14; 643人増加 し、全児童生徒数に占める割合は0.2 pt
増の 1,9%で あつた。

①本県では、平成 30年度 と比べ全体で250人増加し、全児童生徒数に占める割合は0.2 pt増 の
1.7%で あった。
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5 中途退学 (公立高等学校)について       、  1′分を受けて退学した者等をいい、琺(1)「中途退学」とは、年度の途中に校長の許可を受け、又は懲戒処

学者及び学校教育法施行規則の規定 (いわゆる飛び入学)に より大学べ進学した者は含まない。

(2)

年 度
全  日 制 定 時 制 通  信  需ll 計

全  国 長  崎 全  国 長  崎 全  国 長  崎 全  国 長  崎

H29
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(0.8)

17と ,
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17

(■ 5)
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(111) 0

( )内の数字は全生徒数に対する割合 (%)

①全国では、平成 30年度と比べてすべての課程において減少しており、全体で3,475人 減少

している。

○本県では、平成 30年度と比べてすべての課程において減少しており、全体では100人減少、全生

徒数に占める割合は0.i3pt減のO.9%で あつた。
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令和2年 11月 11自
児 童 生 徒 支 援 課

令和元年度「児童生徒の問題行動・不登機等生徒指導上の

諸課題に関する調査」の結果について(公立学校 )

J 暴力行為             |
【傾向】
O発生件数について、本県ではヽ 前年度と比べて小・高校では減少。
O本県の形態別件数では、中学校の「生徒間暴力」「対人暴力」「器物損壊」が前年度と

比べて増加。
【背景・要因】
O校種が変わることでヽ新しい環境への適応や人間関係を構築できず、コミュ三ヶエン

ョンの不足から暴力行為につながる事案が中学校で増加している。
Oすべての校種において、特定の学校のす部児童生徒が暴力行為を繰り返し起こしてい
る。

O「生徒間暴力」については、怒りの感I情をコントロ‐ルできす、生徒間トラブルに発
展したことが件数の増加につながつている。                |

【対策】        |
○「児童生徒の継続的な指導等 ,支援のためのヨ1継ぎシ‐卜」などを活用しながら(学
校間や校種を超えた児童生徒の現状把握と支援の継続を徹底する。

O規範意識を育てる「道徳教育」の充実を図る。
①各種教員研修において、教育相談や将別支援教育の視点を取り入れた内容の改善に努
め、教員の一層の資質向上を図る。

O」 学ヽ校における生徒指導体制の確立を図るため、Jヽ学校の生活指導主任を対象とした
研修を実施する。

2 いじめ

【|と買向】
O認知件数について、本県では、前年度と比べて小・中で減少を高校・特別支援学校で
は、増加している。

【態様】
○全ての校種において「冷やかしやからかい、悪□や脅し文匂、嫌なことを言われる」
が最も多い。

O次いで、小では「軽くぶつかられたり、遊dふりをしてロロかれたり、蹴られたりす
る」が多く、中・高校では「仲間はすれ、集団による無視をされる」が多い。

【背景 P要因】                    ｀

Oい じめ認知に対する学校差や地域差が見られ、認知の条件について改めて整理をした
結果、認知件数の減少につながったと者える。また、教員のいじめに対する意識の高
まりが、児童生徒理解や学級経営等にも反映されたことで未然防止や早期対応につな
がつていると者えられる。

○解消率の増加は、いじめの解消に向け丁寧に対応している結果であり、追跡調査では
小・中学校99%、 高校100%の解消率となつてし、ヽる。
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【対策】          :一
〇学校におけるSCOSSWを 活用した教育相談体制の充実を図るとともに、「24時
間子供SOSダイヤル」「メール相談窓□」「SNS相談スクマルネット◎伝えんば

長崎」等の相談窓□について継続的な普及・啓発活動に努め、早期対応・解消につ

なげる。             ;
O本県作成教材「SNSノートとながさきJを活用し、相手の立場に立つた言動の大切

さに気付かせる指導を含めた情報モラル教育の二層の充実を図る。

3 不登校
【|と買向】
O不登校児童生徒数について、本県では前年度と比べて全ての校種で増加。

【背景・要因】
○不登校|となる要因は様プマで、複雑に絡み合ってしヽるケニスが多い。主たる要因として

全校種で「無気力、不安」など本人にかかるものが最も多い。次いで、小「親子の関

わり方」、中「いじめを除く反人関係をめぐる問題」t高「入学、転編入学、進級時の

不適応」が多いも

O家庭に係る要因では、ゲームによる昼夜逆転生活など基本的生活習慣の未
由疋着による

ものなども多く、そのことが不登校に結びつくケースもある。          →

O「社会的自立」を目指す文科省の政策転換や「休養もBきには町要」などの社会の意識

の変イヒも要因の一つと考える。

【対策】 :
○不登校児童生徒支援の充実を図るため、SCoSSWの 派遣を含めた各市町の教育支

援センターとの連携を図りながら、丁寧な対廠を推進する。

OSCや SSWが講師となり、教員や保護者を対象に「不登校児童生徒への関わり方」

「保護者の子育てに関する意識の向上」等を目的とした研修の実施をl動きかける。

0県が主催する研修会等で、各市町の特長的な取組を情報共有することはもとより、

不登校め未然[′芭止、早期発見・早期対廠をはかるため、すべての児童生徒を対象に

気になる子どもをピックアツプし、適切な支援や対癌に振り分ける取組を各市町教

委へ推奨すると

4
【傾向】
O退学者数は平成25年度から平成29年度まで減少傾向1車成30年度に増加に転じ

るも、令和元年度は再び減少した。

O前年度と比べて、全日制の退学者数が減少しており、課程月」に見ると、全日制では、

「別の高校への入学を希望」が最も多く、定時制及び通信制では「就職を希望」が最

も多い。             i
【背景・要因】

O定時制及び通信制では T就職を希望」する退学者が最も多く、背景として、仕事に

専念することの選択や高校で学ぶことの意義を見出せないなどの理由があると考え

られる。
【対策】
OSCやSSWなどを積極的に活用したり、関係機関との連携を密に図うたりしなが

ら、校内での個
～
の生徒の支援体制を一層充実させる。
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